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項　　　　目
平成29年9月末 〈参考〉平成29年3月末

貸借対照表
計　上　額 取得原価 差　　額 貸借対照表

計　上　額 取得原価 差　　額

貸借対照表計上額が
取得原価を超えるもの

株　式 ─ ─ ─ ─ ─ ─
債　券 15,205 14,764 440 16,342 15,751 590

国　債 ─ ─ ─ 99 99 0

地方債 2,778 2,681 96 3,095 2,965 130

社　債 12,426 12,082 344 13,147 12,687 460

その他 3,582 3,502 79 2,897 2,841 55

小　計 18,787 18,267 520 19,239 18,593 646

貸借対照表計上額が
取得原価を超えないもの

株　式 121 121 ─ 121 121 ─
債　券 4,040 4,099 △ 58 2,631 2,703 △ 72

国　債 566 604 △ 37 556 604 △ 47

地方債 ─ ─ ─ ─ ─ ─
社　債 3,473 3,495 △ 21 2,074 2,099 △ 25

その他 1,958 2,002 △ 43 3,232 3,322 △ 89

小　計 6,121 6,223 △ 101 5,985 6,147 △ 161
合　　　　計 24,909 24,490 418 25,225 24,740 484

（注） １．貸借対照表計上額は、期末日における市場価格等に基づいております。
 ２．「社債」には、政府保証債、公社公団債、金融債、事業債が含まれます。
 ３．上記の「その他」は、外国証券と投資信託等です。

（単位：百万円）その他有価証券

地域貢献

トピックス
 ● 芳賀支店が新築移転オープンしました。
  平成29年4月3日（月）に芳賀支店が新築移転オープンしました。
  3日（月）、4日（火）にオープンイベントを開催し、大勢のお客さま

にご来店いただきました。

 ● 「第2期もおしん経営塾」を開催しております。
  若手経営者、後継者、経営幹部などが対象の実践的経営講座で、

㈱タナベ経営による全4回のカリキュラム。67名の参加をいただ
いてスタートしました。

芳賀支店

　預金を通じた地域貢献 
 既存の預金商品のほか、下記の商品をご用意しております。
 ● もおしん冬の特別キャンペーン　定期預金「スマイル」
  個人のお客様で新規預

入を対象に、店頭表示
金利の10倍の金利で定
期預金（預入期間1年）を
販売しております。

  （販売期間：平成29年
11月1日～12月29日）

　融資を通じた地域貢献 
 中小事業者および地域の皆さまの資金ニーズに円滑に
お応えするために、各種ローンをご用意しております。

 ● 職域提携企業向けローン
  当組合と職域サポート

契約をしていただいた
企業・事務所等にお勤め
の皆様へ優遇サービス
を提供する取組みです。

　文化的・社会的貢献に関する活動 
 ● 地域イベントへの参加
  平成29年8月19日（土）に開催された「もおか木綿踊

り」に役職員82名が参加し「熱演賞」を受賞しました。
また、各店でも地域行事に積極的に参加し、地域の皆
様とのふれあいの輪を広げております。

 ● 「しんくみピーターパンカード」の寄付金を寄付
  平成29年9月1日（金）、当組合と那須信用組合、全国

信用協同組合連合会、㈱オリエントコーポレーション、
栃木県信用組合協会の5団体の協力で、社会福祉法人
益子のぞみの里福祉会　障害者福祉施設美里学園に
「しんくみピーターパンカード」の寄付金13万円を寄
付しました。

 ● 「振り込め詐欺等撲滅キャンペーン」の実施
  平成29年9月2日（土）、真岡市、益子町、芳賀町のスー

パー7ヶ所で地元警察官（真岡警察署生活安全課や交
番）の方と協力し、「振り込め詐欺等撲滅キャンペーン」
のチラシを配布し、注意を呼びかけました。今後も被
害を防ぐように、お客さまへの声掛けを実施してまい
ります。

 ● 「愛の献血活動」の実施
  平成29年9月6日（水）、本店駐車場において献血活動

を行いました。当組合職員のほか、近隣住民の方から
もご協力をいただきました。

満期保有目的の債券
　保有はありません。

地域の活性化に関する取り組み状況
　当組合の地元企業の活性化の取り組みは、若手経営者・後継者・経営幹部などが対象の実践的な経営講座で、㈱タナベ経営
による全4回のカリキュラムで昨年に続き「第2期もおしん経営塾」を開催しております。また、「しんくみ食のビジネスマッ
チング展」食の物産展・食の商談会へ取引先の参加活動を行いました。また、平成25年9月、今後成長が見込まれる農林漁業
の6次産業化へ取り組む「とちまる6次産業化成長応援ファンド」が設立され、構成機関として参加いたしました。

「経営者保証に関するガイドライン」への対応
　当組合では、「経営者保証に関するガイドライン」の趣旨や内容を十分に踏まえ、お客様からお借り入れや保証債務整理の相
談を受けた際に真摯に対応する態勢を整備しています。経営者保証の必要性については、お客さまとの丁寧な対話により、法
人と経営者の関係性や財務状況等の状況を把握し、同ガイドラインの記載内容を踏まえて十分に検討するなど、適切な対応に
努めています。また、どのような改善を図れば経営者保証の解除の可能性が高まるかなどを具体的に説明し、経営改善支援を行っ
ています。

●「経営者保証に関するガイドライン」の取り組み状況

平成29年度上期
新規に無保証で融資した件数 1件
新規融資に占める経営者保証に依存しない融資の割合 0.14%

保証契約を解除した件数 0件
経営者保証に関するガイドラインに基づく保証債務整理の成立件数
（当組合をメイン金融機関として実施したものに限る） 0件

●「経営者保証に関するガイドライン」の活用に係る取り組み事例（平成29年度上期）

１． 主債務者及び保証人の状況、事案の背景等
卸売業者から、代表者の個人保証免除の申請がありました。同社の経営状況は安定推移しており、毎期利益計上し、会社経営は法人
個人が分離されております。

２． 取り組み内容
昨年度から、与信総額の一定額を上限として代表者保証を免除しています。同社の経営状況を検討し、現状、大きな変化は無い事か
ら個人保証を徴求せず、融資に応じました。

（注）各計数は、単位未満を切り捨てて表示していますので、合計が一致しない場合があります。
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経営情報（半期情報の開示について）

平成29年度上半期（平成29年4月1日～平成29年9月30日まで）における経営情報をお知らせいたします。

　平成29年度上半期の主要勘定は預金積金が前年度末比で3.04％増の86,120百万円に、貸出金についても3.33％増の
38,579百万円となりました。収益面でも、役職員一丸となって収益向上に努めた結果、当期純利益 44百万円の計上となりました。
　自己資本比率は貸出金等の増加によりリスクアセットが増加し前期末より0.39ポイント低下し11.74％となりました。引き続
き国内基準の4％を大幅に上回っており、健全な財務内容であります。また、金融再生法開示債権比率は前期末より0.05ポイント
上昇し4.37％となりましたが、引き続き、資産の健全性は十分に確保されております。
　今後も引き続き皆さまに信頼される金融機関としてお取引いただけるよう、経営努力を続けてまいります。

（単位：百万円、％）貸出金業種別残高・構成比

業　種　別
平成29年9月末 〈参考〉平成29年3月末
金　　額 構成比 金　　額 構成比

製 造 業 1,723 4.5 1,661 4.5 

農 業 、林 業 985 2.6 1,011 2.7 

漁 業 ─ ─ ─ ─
鉱業、採石業、砂利採取業 ─ ─ ─ ─
建 設 業 5,459 14.2 5,101 13.7 

電気、ガス、熱供給、水道業 1,004 2.6 762 2.0 

情 報 通 信 業 18 0.0 19 0.1 

運輸業、郵便業 1,467 3.8 1,385 3.7 

卸売業、小売業 2,641 6.8 2,613 7.0 

金融業、保険業 309 0.8 309 0.8 

不 動 産 業 5,495 14.2 5,425 14.5 

物 品 賃 貸 業 ─ ─ ─ ─
学術研究、専門･技術サービス業 ─ ─ ─ ─
宿 泊 業 636 1.6 652 1.8 

飲 食 業 418 1.1 381 1.0 

生活関連サービス業、娯楽業 ─ ─ 0 0.0 

教育、学習支援業 164 0.4 194 0.5 

医 療 、福 祉 807 2.1 739 2.0 

その他のサービス 3,445 8.9 3,366 9.0 

その 他 の 産 業 605 1.6 670 1.8 

小　　　　　計 25,183 65.3 24,295 65.1

国・地方公共団体等 404 1.0 428 1.1 

個人（住宅・消費・納税資金等） 12,991 33.7 12,612 33.8 

合　　　　　計 38,579 100.0 37,335 100.0 
（注） 業種別区分は日本標準産業分類の大分類に準じて記載してお

ります。

区　　　 分 債権額
（A）

担保・保証等
（B）

貸倒引当金
（C）

保全額
（D）=（B）+（C）

保全率
（D）/（A）

破産更生債権及び
これらに準ずる債権

平成29年3月末 1,256 336 919 1,256 100.0 

平成29年9月末 1,247 287 959 1,247 100.0 

危 険 債 権
平成29年3月末 298 188 55 243 81.5 

平成29年9月末 272 178 47 225 82.6 

要管理債権
平成29年3月末 60 1 4 6 10.1 

平成29年9月末 170 27 13 41 24.2 

不良債権計
平成29年3月末 1,615 526 979 1,506 93.2 

平成29年9月末 1,690 493 1,020 1,513 89.5 

正 常 債 権
平成29年3月末 35,757 

平成29年9月末 36,932 

合 計
平成29年3月末 37,372 

平成29年9月末 38,622 

（注）平成29年9月末の計数は、「金融機能の再生のための緊急措置に関する法律施行規則」第4条に
規定する各債権のカテゴリーにより分類し、以下の簡便な方法により算出しております。従っ
て、平成29年3月末の計数とは算出方法が異なるため、計数は連続しておりません。
〈平成29年9月末の算出方法〉
1．債務者区分については原則として平成29年3月末時点における自己査定による債務者区分
を基準としております。ただし、4月1日から9月末までに倒産、不渡り等の客観的な事実
ならびに内部格付による債務者区分の変更等のあった債務者については、当組合の定める
基準に基づく債務者区分見直し後の債務者区分によっております。

2．「破産更生債権及びこれらに準ずる債権」の金額は、債務者区分でいう破綻先及び実質破
綻先に該当する債務者に対する債権の合計です。

3．「危険債権」の金額は、債務者区分でいう破綻懸念先に該当する債務者に対する債権の合
計です。

4．「要管理債権」の金額は、債務者区分でいう要注意先に該当する債務者に対する債権のうち、
貸出条件を緩和している債権及び3か月以上延滞している貸出債権の合計です。

5．「正常債権」の金額は、債務者の財務状態及び経営成績に特に問題がない債権であり、「破
産更生債権及びこれらに準ずる債権」、「危険債権」、「要管理債権」以外の債権の合計です。

（単位：百万円、％）金融再生法開示債権及び同債権に対する保全額

科 目 金　　　　額
（ 資 産 の 部 ） 平成29年9月末 〈参考〉平成29年3月末
現 金 818,528 788,474

預 け 金 41,951,251 37,542,183

有 価 証 券 24,909,439 25,225,181

国 債 566,700 656,250

地 方 債 2,778,209 3,095,169

社 債 15,900,791 15,221,838

株 式 121,900 121,900

その 他 の 証 券 5,541,837 6,130,023

貸 出 金 38,579,741 37,335,485

割 引 手 形 81,839 55,636

手 形 貸 付 3,017,306 2,952,440

証 書 貸 付 34,048,771 32,845,465

当 座 貸 越 1,431,824 1,481,943

そ の 他 資 産 467,536 521,326

未 決 済 為 替 貸 4,412 3,420

全信組連出資金 200,000 200,000

未 収 収 益 140,411 151,043

その 他 の 資 産 122,712 166,862

有 形 固 定 資 産 1,431,841 1,437,206

建 物 798,093 555,694

土 地 480,331 437,431

建 設 仮 勘 定 ─ 323,130

その他の有形固定資産 153,417 120,950

無 形 固 定 資 産 2,980 2,579

その他の無形固定資産 2,980 2,579

債 務 保 証 見 返 8,027 9,024

貸 倒 引 当 金 △ 1,079,361 △ 1,040,059

（うち個別貸倒引当金）（△1,006,664） （△974,790）

資 産 の 部 合 計 107,089,984 101,821,401

科 目 金　　　　額
（ 負 債 の 部 ） 平成29年9月末 〈参考〉平成29年3月末
預 金 積 金 86,120,632 83,578,520

当 座 預 金 107,771 117,890

普 通 預 金 25,767,227 24,233,902

貯 蓄 預 金 171,242 173,024

通 知 預 金 68,568 56,421

定 期 預 金 52,899,951 51,977,548

定 期 積 金 7,050,106 6,885,452

その 他 の 預 金 55,764 134,281

借 用 金 15,000,000 12,200,000

当 座 借 越 15,000,000 12,200,000

そ の 他 負 債 114,709 146,393

未 決 済 為 替 借 12,386 9,845

未 払 費 用 35,088 43,426

給 付 補 塡 備 金 12,367 12,396

未 払 法 人 税 等 485 971

前 受 収 益 16,450 15,640

払 戻 未 済 金 ─ 279

職 員 預 り 金 24,783 16,865

その 他 の 負 債 13,146 46,967

賞 与 引 当 金 48,862 48,650

退職給付引当金 87,893 91,254

役員退職慰労引当金 53,812 49,987

偶発損失引当金 6,747 2,896

睡眠預金払戻損失引当金 1,157 9,379

繰 延 税 金 負 債 89,031 107,174

債 務 保 証 8,027 9,024

負 債 の 部 合 計 101,530,873 96,243,281

（ 純 資 産 の 部 ）
出 資 金 554,832 554,065

普 通 出 資 金 554,832 554,065

利 益 剰 余 金 4,701,261 4,673,586

利 益 準 備 金 554,065 549,505

その他利益剰余金 4,147,196 4,124,080

特 別 積 立 金 3,915,000 3,915,000

当期未処分剰余金 232,196 209,080

組合員勘定合計 5,256,094 5,227,651

その他有価証券評価差額金 303,017 350,468

評価・換算差額等合計 303,017 350,468

純資産の部合計 5,559,111 5,578,120

負債及び純資産の部合計 107,089,984 101,821,401

（単位：千円）貸借対照表

区 　 分 平成29年9月末 〈参考〉平成29年3月末
預 金 残 高 86,120 83,578

貸 出 金 残 高 38,579 37,335

預金・貸出金の状況 （単位：百万円）

区 　 　 　 分 平成29年9月末
業  務  純  益 105 

経  常  利  益 54 

当 期 純 利 益 44 

損益の状況 （単位：百万円）

平成29年9月末 〈参考〉平成29年3月末
自己 資 本 比 率 11.74 12.13 

自己資本比率（国内基準） （単位：%）

科 目 平成29年9月末 〈参考〉平成29年3月末
経 常 収 益 666,392 1,334,328

資 金 運 用 収 益 503,661 1,006,415

貸 出 金 利 息 354,188 698,387

預け金 利 息 41,394 82,300

有価証券利息配当金 100,077 217,727

その他の受入利息 8,000 8,000

役務取引等収益 24,061 52,276

受入為替手数料 10,180 19,835

その他の役務収益 13,880 32,440

その他業務収益 129,635 269,222

国債等債券売却益 129,628 214,544

国債等債券償還益 ─ 51,060

その他の業務収益 6 3,618

その他経常収益 9,034 6,414

償却債権取立益 775 71

その他の経常収益 8,258 6,342

経 常 費 用 611,457 1,235,267

資 金 調 達 費 用 16,592 41,789

預 金 利 息 13,103 31,790

給付補塡備金繰入額 3,375 7,081

借 用 金 利 息 ─ 2,665

その他の支払利息 113 252

役務取引等費用 44,686 86,647

支払為替手数料 5,593 10,702

その他の役務費用 39,092 75,944

その他業務費用 1,448 11,153

国債等債券売却損 ─ 11,145

国債等債券償還損 1,444 ─
その他の業務費用 4 7

経 費 481,356 947,470

人 件 費 288,743 606,888

物 件 費 180,097 327,731

税 金 12,515 12,850

その他経常費用 67,373 148,205

貸倒引当金繰入額 39,302 134,360

その他の経常費用 28,070 13,845

経 常 利 益 54,935 99,061

科 目 平成29年9月末 〈参考〉平成29年3月末
特 別 利 益 3,379 487

その他の特別利益 3,379 487

特 別 損 失 13,598 2,242

固定資産処分損 13,378 672

減 損 損 失 ─ 1,570

その他の特別損失 219 ─
税引前当期純利益 44,715 97,306

法人税・住民税及び事業税 485 971

法人税等調整額 ─ △ 5,182

法 人 税 等 合 計 485 △ 4,211

当 期 純 利 益 44,230 101,517

繰越金（当期首残高） 187,966 107,563

当期未処分剰余金 232,196 209,080

（単位：千円）損益計算書

アウトライアー基準　金利リスク量 （単位：百万円）

区　　　分
運用勘定

区　　　分
調達勘定

平成29年9月末 〈参考〉平成29年3月末 平成29年9月末 〈参考〉平成29年3月末
貸 出 金 144 114 定 期 性 預 金 77 64

有 価 証 券 459 359 要 求 払 預 金 75 61

預 け 金 242 175 そ の 他 9 4

そ の 他 0 0 調 達 勘 定 計 161 130
運 用 勘 定 計 846 650

銀行勘定の金利リスク量 684 520

アウトライアー比率 12.966% 9.857%

（注）各計数は、単位未満を切り捨てて表示していますので、合計が一致しない場合があります。 （注）各計数は、単位未満を切り捨てて表示していますので、合計が一致しない場合があります。 （注）各計数は、単位未満を切り捨てて表示していますので、合計が一致しない場合があります。
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経営情報（半期情報の開示について）

平成29年度上半期（平成29年4月1日～平成29年9月30日まで）における経営情報をお知らせいたします。

　平成29年度上半期の主要勘定は預金積金が前年度末比で3.04％増の86,120百万円に、貸出金についても3.33％増の
38,579百万円となりました。収益面でも、役職員一丸となって収益向上に努めた結果、当期純利益 44百万円の計上となりました。
　自己資本比率は貸出金等の増加によりリスクアセットが増加し前期末より0.39ポイント低下し11.74％となりました。引き続
き国内基準の4％を大幅に上回っており、健全な財務内容であります。また、金融再生法開示債権比率は前期末より0.05ポイント
上昇し4.37％となりましたが、引き続き、資産の健全性は十分に確保されております。
　今後も引き続き皆さまに信頼される金融機関としてお取引いただけるよう、経営努力を続けてまいります。

（単位：百万円、％）貸出金業種別残高・構成比

業　種　別
平成29年9月末 〈参考〉平成29年3月末
金　　額 構成比 金　　額 構成比

製 造 業 1,723 4.5 1,661 4.5 

農 業 、林 業 985 2.6 1,011 2.7 

漁 業 ─ ─ ─ ─
鉱業、採石業、砂利採取業 ─ ─ ─ ─
建 設 業 5,459 14.2 5,101 13.7 

電気、ガス、熱供給、水道業 1,004 2.6 762 2.0 

情 報 通 信 業 18 0.0 19 0.1 

運輸業、郵便業 1,467 3.8 1,385 3.7 

卸売業、小売業 2,641 6.8 2,613 7.0 

金融業、保険業 309 0.8 309 0.8 

不 動 産 業 5,495 14.2 5,425 14.5 

物 品 賃 貸 業 ─ ─ ─ ─
学術研究、専門･技術サービス業 ─ ─ ─ ─
宿 泊 業 636 1.6 652 1.8 

飲 食 業 418 1.1 381 1.0 

生活関連サービス業、娯楽業 ─ ─ 0 0.0 

教育、学習支援業 164 0.4 194 0.5 

医 療 、福 祉 807 2.1 739 2.0 

その他のサービス 3,445 8.9 3,366 9.0 

その 他 の 産 業 605 1.6 670 1.8 

小　　　　　計 25,183 65.3 24,295 65.1

国・地方公共団体等 404 1.0 428 1.1 

個人（住宅・消費・納税資金等） 12,991 33.7 12,612 33.8 

合　　　　　計 38,579 100.0 37,335 100.0 
（注） 業種別区分は日本標準産業分類の大分類に準じて記載してお

ります。

区　　　 分 債権額
（A）

担保・保証等
（B）

貸倒引当金
（C）

保全額
（D）=（B）+（C）

保全率
（D）/（A）

破産更生債権及び
これらに準ずる債権

平成29年3月末 1,256 336 919 1,256 100.0 

平成29年9月末 1,247 287 959 1,247 100.0 

危 険 債 権
平成29年3月末 298 188 55 243 81.5 

平成29年9月末 272 178 47 225 82.6 

要管理債権
平成29年3月末 60 1 4 6 10.1 

平成29年9月末 170 27 13 41 24.2 

不良債権計
平成29年3月末 1,615 526 979 1,506 93.2 

平成29年9月末 1,690 493 1,020 1,513 89.5 

正 常 債 権
平成29年3月末 35,757 

平成29年9月末 36,932 

合 計
平成29年3月末 37,372 

平成29年9月末 38,622 

（注）平成29年9月末の計数は、「金融機能の再生のための緊急措置に関する法律施行規則」第4条に
規定する各債権のカテゴリーにより分類し、以下の簡便な方法により算出しております。従っ
て、平成29年3月末の計数とは算出方法が異なるため、計数は連続しておりません。
〈平成29年9月末の算出方法〉
1．債務者区分については原則として平成29年3月末時点における自己査定による債務者区分
を基準としております。ただし、4月1日から9月末までに倒産、不渡り等の客観的な事実
ならびに内部格付による債務者区分の変更等のあった債務者については、当組合の定める
基準に基づく債務者区分見直し後の債務者区分によっております。

2．「破産更生債権及びこれらに準ずる債権」の金額は、債務者区分でいう破綻先及び実質破
綻先に該当する債務者に対する債権の合計です。

3．「危険債権」の金額は、債務者区分でいう破綻懸念先に該当する債務者に対する債権の合
計です。

4．「要管理債権」の金額は、債務者区分でいう要注意先に該当する債務者に対する債権のうち、
貸出条件を緩和している債権及び3か月以上延滞している貸出債権の合計です。

5．「正常債権」の金額は、債務者の財務状態及び経営成績に特に問題がない債権であり、「破
産更生債権及びこれらに準ずる債権」、「危険債権」、「要管理債権」以外の債権の合計です。

（単位：百万円、％）金融再生法開示債権及び同債権に対する保全額

科 目 金　　　　額
（ 資 産 の 部 ） 平成29年9月末 〈参考〉平成29年3月末
現 金 818,528 788,474

預 け 金 41,951,251 37,542,183

有 価 証 券 24,909,439 25,225,181

国 債 566,700 656,250

地 方 債 2,778,209 3,095,169

社 債 15,900,791 15,221,838

株 式 121,900 121,900

その 他 の 証 券 5,541,837 6,130,023

貸 出 金 38,579,741 37,335,485

割 引 手 形 81,839 55,636

手 形 貸 付 3,017,306 2,952,440

証 書 貸 付 34,048,771 32,845,465

当 座 貸 越 1,431,824 1,481,943

そ の 他 資 産 467,536 521,326

未 決 済 為 替 貸 4,412 3,420

全信組連出資金 200,000 200,000

未 収 収 益 140,411 151,043

その 他 の 資 産 122,712 166,862

有 形 固 定 資 産 1,431,841 1,437,206

建 物 798,093 555,694

土 地 480,331 437,431

建 設 仮 勘 定 ─ 323,130

その他の有形固定資産 153,417 120,950

無 形 固 定 資 産 2,980 2,579

その他の無形固定資産 2,980 2,579

債 務 保 証 見 返 8,027 9,024

貸 倒 引 当 金 △ 1,079,361 △ 1,040,059

（うち個別貸倒引当金）（△1,006,664） （△974,790）

資 産 の 部 合 計 107,089,984 101,821,401

科 目 金　　　　額
（ 負 債 の 部 ） 平成29年9月末 〈参考〉平成29年3月末
預 金 積 金 86,120,632 83,578,520

当 座 預 金 107,771 117,890

普 通 預 金 25,767,227 24,233,902

貯 蓄 預 金 171,242 173,024

通 知 預 金 68,568 56,421

定 期 預 金 52,899,951 51,977,548

定 期 積 金 7,050,106 6,885,452

その 他 の 預 金 55,764 134,281

借 用 金 15,000,000 12,200,000

当 座 借 越 15,000,000 12,200,000

そ の 他 負 債 114,709 146,393

未 決 済 為 替 借 12,386 9,845

未 払 費 用 35,088 43,426

給 付 補 塡 備 金 12,367 12,396

未 払 法 人 税 等 485 971

前 受 収 益 16,450 15,640

払 戻 未 済 金 ─ 279

職 員 預 り 金 24,783 16,865

その 他 の 負 債 13,146 46,967

賞 与 引 当 金 48,862 48,650

退職給付引当金 87,893 91,254

役員退職慰労引当金 53,812 49,987

偶発損失引当金 6,747 2,896

睡眠預金払戻損失引当金 1,157 9,379

繰 延 税 金 負 債 89,031 107,174

債 務 保 証 8,027 9,024

負 債 の 部 合 計 101,530,873 96,243,281

（ 純 資 産 の 部 ）
出 資 金 554,832 554,065

普 通 出 資 金 554,832 554,065

利 益 剰 余 金 4,701,261 4,673,586

利 益 準 備 金 554,065 549,505

その他利益剰余金 4,147,196 4,124,080

特 別 積 立 金 3,915,000 3,915,000

当期未処分剰余金 232,196 209,080

組合員勘定合計 5,256,094 5,227,651

その他有価証券評価差額金 303,017 350,468

評価・換算差額等合計 303,017 350,468

純資産の部合計 5,559,111 5,578,120

負債及び純資産の部合計 107,089,984 101,821,401

（単位：千円）貸借対照表

区 　 分 平成29年9月末 〈参考〉平成29年3月末
預 金 残 高 86,120 83,578

貸 出 金 残 高 38,579 37,335

預金・貸出金の状況 （単位：百万円）

区 　 　 　 分 平成29年9月末
業  務  純  益 105 

経  常  利  益 54 

当 期 純 利 益 44 

損益の状況 （単位：百万円）

平成29年9月末 〈参考〉平成29年3月末
自己 資 本 比 率 11.74 12.13 

自己資本比率（国内基準） （単位：%）

科 目 平成29年9月末 〈参考〉平成29年3月末
経 常 収 益 666,392 1,334,328

資 金 運 用 収 益 503,661 1,006,415

貸 出 金 利 息 354,188 698,387

預け金 利 息 41,394 82,300

有価証券利息配当金 100,077 217,727

その他の受入利息 8,000 8,000

役務取引等収益 24,061 52,276

受入為替手数料 10,180 19,835

その他の役務収益 13,880 32,440

その他業務収益 129,635 269,222

国債等債券売却益 129,628 214,544

国債等債券償還益 ─ 51,060

その他の業務収益 6 3,618

その他経常収益 9,034 6,414

償却債権取立益 775 71

その他の経常収益 8,258 6,342

経 常 費 用 611,457 1,235,267

資 金 調 達 費 用 16,592 41,789

預 金 利 息 13,103 31,790

給付補塡備金繰入額 3,375 7,081

借 用 金 利 息 ─ 2,665

その他の支払利息 113 252

役務取引等費用 44,686 86,647

支払為替手数料 5,593 10,702

その他の役務費用 39,092 75,944

その他業務費用 1,448 11,153

国債等債券売却損 ─ 11,145

国債等債券償還損 1,444 ─
その他の業務費用 4 7

経 費 481,356 947,470

人 件 費 288,743 606,888

物 件 費 180,097 327,731

税 金 12,515 12,850

その他経常費用 67,373 148,205

貸倒引当金繰入額 39,302 134,360

その他の経常費用 28,070 13,845

経 常 利 益 54,935 99,061

科 目 平成29年9月末 〈参考〉平成29年3月末
特 別 利 益 3,379 487

その他の特別利益 3,379 487

特 別 損 失 13,598 2,242

固定資産処分損 13,378 672

減 損 損 失 ─ 1,570

その他の特別損失 219 ─
税引前当期純利益 44,715 97,306

法人税・住民税及び事業税 485 971

法人税等調整額 ─ △ 5,182

法 人 税 等 合 計 485 △ 4,211

当 期 純 利 益 44,230 101,517

繰越金（当期首残高） 187,966 107,563

当期未処分剰余金 232,196 209,080

（単位：千円）損益計算書

アウトライアー基準　金利リスク量 （単位：百万円）

区　　　分
運用勘定

区　　　分
調達勘定

平成29年9月末 〈参考〉平成29年3月末 平成29年9月末 〈参考〉平成29年3月末
貸 出 金 144 114 定 期 性 預 金 77 64

有 価 証 券 459 359 要 求 払 預 金 75 61

預 け 金 242 175 そ の 他 9 4

そ の 他 0 0 調 達 勘 定 計 161 130
運 用 勘 定 計 846 650

銀行勘定の金利リスク量 684 520

アウトライアー比率 12.966% 9.857%

（注）各計数は、単位未満を切り捨てて表示していますので、合計が一致しない場合があります。 （注）各計数は、単位未満を切り捨てて表示していますので、合計が一致しない場合があります。 （注）各計数は、単位未満を切り捨てて表示していますので、合計が一致しない場合があります。
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経営情報（半期情報の開示について）

平成29年度上半期（平成29年4月1日～平成29年9月30日まで）における経営情報をお知らせいたします。

　平成29年度上半期の主要勘定は預金積金が前年度末比で3.04％増の86,120百万円に、貸出金についても3.33％増の
38,579百万円となりました。収益面でも、役職員一丸となって収益向上に努めた結果、当期純利益 44百万円の計上となりました。
　自己資本比率は貸出金等の増加によりリスクアセットが増加し前期末より0.39ポイント低下し11.74％となりました。引き続
き国内基準の4％を大幅に上回っており、健全な財務内容であります。また、金融再生法開示債権比率は前期末より0.05ポイント
上昇し4.37％となりましたが、引き続き、資産の健全性は十分に確保されております。
　今後も引き続き皆さまに信頼される金融機関としてお取引いただけるよう、経営努力を続けてまいります。

（単位：百万円、％）貸出金業種別残高・構成比

業　種　別
平成29年9月末 〈参考〉平成29年3月末
金　　額 構成比 金　　額 構成比

製 造 業 1,723 4.5 1,661 4.5 

農 業 、林 業 985 2.6 1,011 2.7 

漁 業 ─ ─ ─ ─
鉱業、採石業、砂利採取業 ─ ─ ─ ─
建 設 業 5,459 14.2 5,101 13.7 

電気、ガス、熱供給、水道業 1,004 2.6 762 2.0 

情 報 通 信 業 18 0.0 19 0.1 

運輸業、郵便業 1,467 3.8 1,385 3.7 

卸売業、小売業 2,641 6.8 2,613 7.0 

金融業、保険業 309 0.8 309 0.8 

不 動 産 業 5,495 14.2 5,425 14.5 

物 品 賃 貸 業 ─ ─ ─ ─
学術研究、専門･技術サービス業 ─ ─ ─ ─
宿 泊 業 636 1.6 652 1.8 

飲 食 業 418 1.1 381 1.0 

生活関連サービス業、娯楽業 ─ ─ 0 0.0 

教育、学習支援業 164 0.4 194 0.5 

医 療 、福 祉 807 2.1 739 2.0 

その他のサービス 3,445 8.9 3,366 9.0 

その 他 の 産 業 605 1.6 670 1.8 

小　　　　　計 25,183 65.3 24,295 65.1

国・地方公共団体等 404 1.0 428 1.1 

個人（住宅・消費・納税資金等） 12,991 33.7 12,612 33.8 

合　　　　　計 38,579 100.0 37,335 100.0 
（注） 業種別区分は日本標準産業分類の大分類に準じて記載してお

ります。

区　　　 分 債権額
（A）

担保・保証等
（B）

貸倒引当金
（C）

保全額
（D）=（B）+（C）

保全率
（D）/（A）

破産更生債権及び
これらに準ずる債権

平成29年3月末 1,256 336 919 1,256 100.0 

平成29年9月末 1,247 287 959 1,247 100.0 

危 険 債 権
平成29年3月末 298 188 55 243 81.5 

平成29年9月末 272 178 47 225 82.6 

要管理債権
平成29年3月末 60 1 4 6 10.1 

平成29年9月末 170 27 13 41 24.2 

不良債権計
平成29年3月末 1,615 526 979 1,506 93.2 

平成29年9月末 1,690 493 1,020 1,513 89.5 

正 常 債 権
平成29年3月末 35,757 

平成29年9月末 36,932 

合 計
平成29年3月末 37,372 

平成29年9月末 38,622 

（注）平成29年9月末の計数は、「金融機能の再生のための緊急措置に関する法律施行規則」第4条に
規定する各債権のカテゴリーにより分類し、以下の簡便な方法により算出しております。従っ
て、平成29年3月末の計数とは算出方法が異なるため、計数は連続しておりません。
〈平成29年9月末の算出方法〉
1．債務者区分については原則として平成29年3月末時点における自己査定による債務者区分
を基準としております。ただし、4月1日から9月末までに倒産、不渡り等の客観的な事実
ならびに内部格付による債務者区分の変更等のあった債務者については、当組合の定める
基準に基づく債務者区分見直し後の債務者区分によっております。

2．「破産更生債権及びこれらに準ずる債権」の金額は、債務者区分でいう破綻先及び実質破
綻先に該当する債務者に対する債権の合計です。

3．「危険債権」の金額は、債務者区分でいう破綻懸念先に該当する債務者に対する債権の合
計です。

4．「要管理債権」の金額は、債務者区分でいう要注意先に該当する債務者に対する債権のうち、
貸出条件を緩和している債権及び3か月以上延滞している貸出債権の合計です。

5．「正常債権」の金額は、債務者の財務状態及び経営成績に特に問題がない債権であり、「破
産更生債権及びこれらに準ずる債権」、「危険債権」、「要管理債権」以外の債権の合計です。

（単位：百万円、％）金融再生法開示債権及び同債権に対する保全額

科 目 金　　　　額
（ 資 産 の 部 ） 平成29年9月末 〈参考〉平成29年3月末
現 金 818,528 788,474

預 け 金 41,951,251 37,542,183

有 価 証 券 24,909,439 25,225,181

国 債 566,700 656,250

地 方 債 2,778,209 3,095,169

社 債 15,900,791 15,221,838

株 式 121,900 121,900

その 他 の 証 券 5,541,837 6,130,023

貸 出 金 38,579,741 37,335,485

割 引 手 形 81,839 55,636

手 形 貸 付 3,017,306 2,952,440

証 書 貸 付 34,048,771 32,845,465

当 座 貸 越 1,431,824 1,481,943

そ の 他 資 産 467,536 521,326

未 決 済 為 替 貸 4,412 3,420

全信組連出資金 200,000 200,000

未 収 収 益 140,411 151,043

その 他 の 資 産 122,712 166,862

有 形 固 定 資 産 1,431,841 1,437,206

建 物 798,093 555,694

土 地 480,331 437,431

建 設 仮 勘 定 ─ 323,130

その他の有形固定資産 153,417 120,950

無 形 固 定 資 産 2,980 2,579

その他の無形固定資産 2,980 2,579

債 務 保 証 見 返 8,027 9,024

貸 倒 引 当 金 △ 1,079,361 △ 1,040,059

（うち個別貸倒引当金）（△1,006,664） （△974,790）

資 産 の 部 合 計 107,089,984 101,821,401

科 目 金　　　　額
（ 負 債 の 部 ） 平成29年9月末 〈参考〉平成29年3月末
預 金 積 金 86,120,632 83,578,520

当 座 預 金 107,771 117,890

普 通 預 金 25,767,227 24,233,902

貯 蓄 預 金 171,242 173,024

通 知 預 金 68,568 56,421

定 期 預 金 52,899,951 51,977,548

定 期 積 金 7,050,106 6,885,452

その 他 の 預 金 55,764 134,281

借 用 金 15,000,000 12,200,000

当 座 借 越 15,000,000 12,200,000

そ の 他 負 債 114,709 146,393

未 決 済 為 替 借 12,386 9,845

未 払 費 用 35,088 43,426

給 付 補 塡 備 金 12,367 12,396

未 払 法 人 税 等 485 971

前 受 収 益 16,450 15,640

払 戻 未 済 金 ─ 279

職 員 預 り 金 24,783 16,865

その 他 の 負 債 13,146 46,967

賞 与 引 当 金 48,862 48,650

退職給付引当金 87,893 91,254

役員退職慰労引当金 53,812 49,987

偶発損失引当金 6,747 2,896

睡眠預金払戻損失引当金 1,157 9,379

繰 延 税 金 負 債 89,031 107,174

債 務 保 証 8,027 9,024

負 債 の 部 合 計 101,530,873 96,243,281

（ 純 資 産 の 部 ）
出 資 金 554,832 554,065

普 通 出 資 金 554,832 554,065

利 益 剰 余 金 4,701,261 4,673,586

利 益 準 備 金 554,065 549,505

その他利益剰余金 4,147,196 4,124,080

特 別 積 立 金 3,915,000 3,915,000

当期未処分剰余金 232,196 209,080

組合員勘定合計 5,256,094 5,227,651

その他有価証券評価差額金 303,017 350,468

評価・換算差額等合計 303,017 350,468

純資産の部合計 5,559,111 5,578,120

負債及び純資産の部合計 107,089,984 101,821,401

（単位：千円）貸借対照表

区 　 分 平成29年9月末 〈参考〉平成29年3月末
預 金 残 高 86,120 83,578

貸 出 金 残 高 38,579 37,335

預金・貸出金の状況 （単位：百万円）

区 　 　 　 分 平成29年9月末
業  務  純  益 105 

経  常  利  益 54 

当 期 純 利 益 44 

損益の状況 （単位：百万円）

平成29年9月末 〈参考〉平成29年3月末
自己 資 本 比 率 11.74 12.13 

自己資本比率（国内基準） （単位：%）

科 目 平成29年9月末 〈参考〉平成29年3月末
経 常 収 益 666,392 1,334,328

資 金 運 用 収 益 503,661 1,006,415

貸 出 金 利 息 354,188 698,387

預け金 利 息 41,394 82,300

有価証券利息配当金 100,077 217,727

その他の受入利息 8,000 8,000

役務取引等収益 24,061 52,276

受入為替手数料 10,180 19,835

その他の役務収益 13,880 32,440

その他業務収益 129,635 269,222

国債等債券売却益 129,628 214,544

国債等債券償還益 ─ 51,060

その他の業務収益 6 3,618

その他経常収益 9,034 6,414

償却債権取立益 775 71

その他の経常収益 8,258 6,342

経 常 費 用 611,457 1,235,267

資 金 調 達 費 用 16,592 41,789

預 金 利 息 13,103 31,790

給付補塡備金繰入額 3,375 7,081

借 用 金 利 息 ─ 2,665

その他の支払利息 113 252

役務取引等費用 44,686 86,647

支払為替手数料 5,593 10,702

その他の役務費用 39,092 75,944

その他業務費用 1,448 11,153

国債等債券売却損 ─ 11,145

国債等債券償還損 1,444 ─
その他の業務費用 4 7

経 費 481,356 947,470

人 件 費 288,743 606,888

物 件 費 180,097 327,731

税 金 12,515 12,850

その他経常費用 67,373 148,205

貸倒引当金繰入額 39,302 134,360

その他の経常費用 28,070 13,845

経 常 利 益 54,935 99,061

科 目 平成29年9月末 〈参考〉平成29年3月末
特 別 利 益 3,379 487

その他の特別利益 3,379 487

特 別 損 失 13,598 2,242

固定資産処分損 13,378 672

減 損 損 失 ─ 1,570

その他の特別損失 219 ─
税引前当期純利益 44,715 97,306

法人税・住民税及び事業税 485 971

法人税等調整額 ─ △ 5,182

法 人 税 等 合 計 485 △ 4,211

当 期 純 利 益 44,230 101,517

繰越金（当期首残高） 187,966 107,563

当期未処分剰余金 232,196 209,080

（単位：千円）損益計算書

アウトライアー基準　金利リスク量 （単位：百万円）

区　　　分
運用勘定

区　　　分
調達勘定

平成29年9月末 〈参考〉平成29年3月末 平成29年9月末 〈参考〉平成29年3月末
貸 出 金 144 114 定 期 性 預 金 77 64

有 価 証 券 459 359 要 求 払 預 金 75 61

預 け 金 242 175 そ の 他 9 4

そ の 他 0 0 調 達 勘 定 計 161 130
運 用 勘 定 計 846 650

銀行勘定の金利リスク量 684 520

アウトライアー比率 12.966% 9.857%

（注）各計数は、単位未満を切り捨てて表示していますので、合計が一致しない場合があります。 （注）各計数は、単位未満を切り捨てて表示していますので、合計が一致しない場合があります。 （注）各計数は、単位未満を切り捨てて表示していますので、合計が一致しない場合があります。
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金融機関コード：2122

店舗コード 店 　名 住　　　　　所 電話番号 ＦＡＸ番号 ATM
002 本 店 営 業 部 〒321‒4361　栃木県真岡市並木町1－13－1 0285-82-3401 0285-84-7007 2台
003 益 子 支 店 〒321‒4217　栃木県芳賀郡益子町益子1711－4 0285-72-3221 0285-72-4571 2台
004 七 井 支 店 〒321‒4104　栃木県芳賀郡益子町大沢19－1 0285-72-2503 0285-72-6615 2台
005 芳 賀 支 店 〒321‒3307　栃木県芳賀郡芳賀町祖母井南3－8－1 028-677-0138 028-677-3934 2台
006 長 田 支 店 〒321‒4364　栃木県真岡市長田187－5 0285-82-6311 0285-82-6882 1台
007 荒 町 支 店 〒321‒4305　栃木県真岡市荒町1080－1 0285-85-0800 0285-85-0805 2台

店舗一覧表

〒321-4361 栃木県真岡市並木町一丁目13番地1
TEL：0285-82-3496
ホームページ：http://www.moka.shinkumi.jp/

FAX：0285-83-5155 

有価証券の時価等情報  

 

項　　　　目
平成29年9月末 〈参考〉平成29年3月末

貸借対照表
計　上　額 取得原価 差　　額 貸借対照表

計　上　額 取得原価 差　　額

貸借対照表計上額が
取得原価を超えるもの

株　式 ─ ─ ─ ─ ─ ─
債　券 15,205 14,764 440 16,342 15,751 590

国　債 ─ ─ ─ 99 99 0

地方債 2,778 2,681 96 3,095 2,965 130

社　債 12,426 12,082 344 13,147 12,687 460

その他 3,582 3,502 79 2,897 2,841 55

小　計 18,787 18,267 520 19,239 18,593 646

貸借対照表計上額が
取得原価を超えないもの

株　式 121 121 ─ 121 121 ─
債　券 4,040 4,099 △ 58 2,631 2,703 △ 72

国　債 566 604 △ 37 556 604 △ 47

地方債 ─ ─ ─ ─ ─ ─
社　債 3,473 3,495 △ 21 2,074 2,099 △ 25

その他 1,958 2,002 △ 43 3,232 3,322 △ 89

小　計 6,121 6,223 △ 101 5,985 6,147 △ 161
合　　　　計 24,909 24,490 418 25,225 24,740 484

（注） １．貸借対照表計上額は、期末日における市場価格等に基づいております。
 ２．「社債」には、政府保証債、公社公団債、金融債、事業債が含まれます。
 ３．上記の「その他」は、外国証券と投資信託等です。

（単位：百万円）その他有価証券

地域貢献

トピックス
 ● 芳賀支店が新築移転オープンしました。
  平成29年4月3日（月）に芳賀支店が新築移転オープンしました。
  3日（月）、4日（火）にオープンイベントを開催し、大勢のお客さま

にご来店いただきました。

 ● 「第2期もおしん経営塾」を開催しております。
  若手経営者、後継者、経営幹部などが対象の実践的経営講座で、

㈱タナベ経営による全4回のカリキュラム。67名の参加をいただ
いてスタートしました。

芳賀支店

　預金を通じた地域貢献 
 既存の預金商品のほか、下記の商品をご用意しております。
 ● もおしん冬の特別キャンペーン　定期預金「スマイル」
  個人のお客様で新規預

入を対象に、店頭表示
金利の10倍の金利で定
期預金（預入期間1年）を
販売しております。

  （販売期間：平成29年
11月1日～12月29日）

　融資を通じた地域貢献 
 中小事業者および地域の皆さまの資金ニーズに円滑に
お応えするために、各種ローンをご用意しております。

 ● 職域提携企業向けローン
  当組合と職域サポート

契約をしていただいた
企業・事務所等にお勤め
の皆様へ優遇サービス
を提供する取組みです。

　文化的・社会的貢献に関する活動 
 ● 地域イベントへの参加
  平成29年8月19日（土）に開催された「もおか木綿踊

り」に役職員82名が参加し「熱演賞」を受賞しました。
また、各店でも地域行事に積極的に参加し、地域の皆
様とのふれあいの輪を広げております。

 ● 「しんくみピーターパンカード」の寄付金を寄付
  平成29年9月1日（金）、当組合と那須信用組合、全国

信用協同組合連合会、㈱オリエントコーポレーション、
栃木県信用組合協会の5団体の協力で、社会福祉法人
益子のぞみの里福祉会　障害者福祉施設美里学園に
「しんくみピーターパンカード」の寄付金13万円を寄
付しました。

 ● 「振り込め詐欺等撲滅キャンペーン」の実施
  平成29年9月2日（土）、真岡市、益子町、芳賀町のスー

パー7ヶ所で地元警察官（真岡警察署生活安全課や交
番）の方と協力し、「振り込め詐欺等撲滅キャンペーン」
のチラシを配布し、注意を呼びかけました。今後も被
害を防ぐように、お客さまへの声掛けを実施してまい
ります。

 ● 「愛の献血活動」の実施
  平成29年9月6日（水）、本店駐車場において献血活動

を行いました。当組合職員のほか、近隣住民の方から
もご協力をいただきました。

満期保有目的の債券
　保有はありません。

地域の活性化に関する取り組み状況
　当組合の地元企業の活性化の取り組みは、若手経営者・後継者・経営幹部などが対象の実践的な経営講座で、㈱タナベ経営
による全4回のカリキュラムで昨年に続き「第2期もおしん経営塾」を開催しております。また、「しんくみ食のビジネスマッ
チング展」食の物産展・食の商談会へ取引先の参加活動を行いました。また、平成25年9月、今後成長が見込まれる農林漁業
の6次産業化へ取り組む「とちまる6次産業化成長応援ファンド」が設立され、構成機関として参加いたしました。

「経営者保証に関するガイドライン」への対応
　当組合では、「経営者保証に関するガイドライン」の趣旨や内容を十分に踏まえ、お客様からお借り入れや保証債務整理の相
談を受けた際に真摯に対応する態勢を整備しています。経営者保証の必要性については、お客さまとの丁寧な対話により、法
人と経営者の関係性や財務状況等の状況を把握し、同ガイドラインの記載内容を踏まえて十分に検討するなど、適切な対応に
努めています。また、どのような改善を図れば経営者保証の解除の可能性が高まるかなどを具体的に説明し、経営改善支援を行っ
ています。

●「経営者保証に関するガイドライン」の取り組み状況

平成29年度上期
新規に無保証で融資した件数 1件
新規融資に占める経営者保証に依存しない融資の割合 0.14%

保証契約を解除した件数 0件
経営者保証に関するガイドラインに基づく保証債務整理の成立件数
（当組合をメイン金融機関として実施したものに限る） 0件

●「経営者保証に関するガイドライン」の活用に係る取り組み事例（平成29年度上期）

１． 主債務者及び保証人の状況、事案の背景等
卸売業者から、代表者の個人保証免除の申請がありました。同社の経営状況は安定推移しており、毎期利益計上し、会社経営は法人
個人が分離されております。

２． 取り組み内容
昨年度から、与信総額の一定額を上限として代表者保証を免除しています。同社の経営状況を検討し、現状、大きな変化は無い事か
ら個人保証を徴求せず、融資に応じました。

（注）各計数は、単位未満を切り捨てて表示していますので、合計が一致しない場合があります。
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金融機関コード：2122

店舗コード 店 　名 住　　　　　所 電話番号 ＦＡＸ番号 ATM
002 本 店 営 業 部 〒321‒4361　栃木県真岡市並木町1－13－1 0285-82-3401 0285-84-7007 2台
003 益 子 支 店 〒321‒4217　栃木県芳賀郡益子町益子1711－4 0285-72-3221 0285-72-4571 2台
004 七 井 支 店 〒321‒4104　栃木県芳賀郡益子町大沢19－1 0285-72-2503 0285-72-6615 2台
005 芳 賀 支 店 〒321‒3307　栃木県芳賀郡芳賀町祖母井南3－8－1 028-677-0138 028-677-3934 2台
006 長 田 支 店 〒321‒4364　栃木県真岡市長田187－5 0285-82-6311 0285-82-6882 1台
007 荒 町 支 店 〒321‒4305　栃木県真岡市荒町1080－1 0285-85-0800 0285-85-0805 2台

店舗一覧表

〒321-4361 栃木県真岡市並木町一丁目13番地1
TEL：0285-82-3496
ホームページ：http://www.moka.shinkumi.jp/

FAX：0285-83-5155 

有価証券の時価等情報  

 

項　　　　目
平成29年9月末 〈参考〉平成29年3月末

貸借対照表
計　上　額 取得原価 差　　額 貸借対照表

計　上　額 取得原価 差　　額

貸借対照表計上額が
取得原価を超えるもの

株　式 ─ ─ ─ ─ ─ ─
債　券 15,205 14,764 440 16,342 15,751 590

国　債 ─ ─ ─ 99 99 0

地方債 2,778 2,681 96 3,095 2,965 130

社　債 12,426 12,082 344 13,147 12,687 460

その他 3,582 3,502 79 2,897 2,841 55

小　計 18,787 18,267 520 19,239 18,593 646

貸借対照表計上額が
取得原価を超えないもの

株　式 121 121 ─ 121 121 ─
債　券 4,040 4,099 △ 58 2,631 2,703 △ 72

国　債 566 604 △ 37 556 604 △ 47

地方債 ─ ─ ─ ─ ─ ─
社　債 3,473 3,495 △ 21 2,074 2,099 △ 25

その他 1,958 2,002 △ 43 3,232 3,322 △ 89

小　計 6,121 6,223 △ 101 5,985 6,147 △ 161
合　　　　計 24,909 24,490 418 25,225 24,740 484

（注） １．貸借対照表計上額は、期末日における市場価格等に基づいております。
 ２．「社債」には、政府保証債、公社公団債、金融債、事業債が含まれます。
 ３．上記の「その他」は、外国証券と投資信託等です。

（単位：百万円）その他有価証券

地域貢献

トピックス
 ● 芳賀支店が新築移転オープンしました。
  平成29年4月3日（月）に芳賀支店が新築移転オープンしました。
  3日（月）、4日（火）にオープンイベントを開催し、大勢のお客さま

にご来店いただきました。

 ● 「第2期もおしん経営塾」を開催しております。
  若手経営者、後継者、経営幹部などが対象の実践的経営講座で、

㈱タナベ経営による全4回のカリキュラム。67名の参加をいただ
いてスタートしました。

芳賀支店

　預金を通じた地域貢献 
 既存の預金商品のほか、下記の商品をご用意しております。
 ● もおしん冬の特別キャンペーン　定期預金「スマイル」
  個人のお客様で新規預

入を対象に、店頭表示
金利の10倍の金利で定
期預金（預入期間1年）を
販売しております。

  （販売期間：平成29年
11月1日～12月29日）

　融資を通じた地域貢献 
 中小事業者および地域の皆さまの資金ニーズに円滑に
お応えするために、各種ローンをご用意しております。

 ● 職域提携企業向けローン
  当組合と職域サポート

契約をしていただいた
企業・事務所等にお勤め
の皆様へ優遇サービス
を提供する取組みです。

　文化的・社会的貢献に関する活動 
 ● 地域イベントへの参加
  平成29年8月19日（土）に開催された「もおか木綿踊

り」に役職員82名が参加し「熱演賞」を受賞しました。
また、各店でも地域行事に積極的に参加し、地域の皆
様とのふれあいの輪を広げております。

 ● 「しんくみピーターパンカード」の寄付金を寄付
  平成29年9月1日（金）、当組合と那須信用組合、全国

信用協同組合連合会、㈱オリエントコーポレーション、
栃木県信用組合協会の5団体の協力で、社会福祉法人
益子のぞみの里福祉会　障害者福祉施設美里学園に
「しんくみピーターパンカード」の寄付金13万円を寄
付しました。

 ● 「振り込め詐欺等撲滅キャンペーン」の実施
  平成29年9月2日（土）、真岡市、益子町、芳賀町のスー

パー7ヶ所で地元警察官（真岡警察署生活安全課や交
番）の方と協力し、「振り込め詐欺等撲滅キャンペーン」
のチラシを配布し、注意を呼びかけました。今後も被
害を防ぐように、お客さまへの声掛けを実施してまい
ります。

 ● 「愛の献血活動」の実施
  平成29年9月6日（水）、本店駐車場において献血活動

を行いました。当組合職員のほか、近隣住民の方から
もご協力をいただきました。

満期保有目的の債券
　保有はありません。

地域の活性化に関する取り組み状況
　当組合の地元企業の活性化の取り組みは、若手経営者・後継者・経営幹部などが対象の実践的な経営講座で、㈱タナベ経営
による全4回のカリキュラムで昨年に続き「第2期もおしん経営塾」を開催しております。また、「しんくみ食のビジネスマッ
チング展」食の物産展・食の商談会へ取引先の参加活動を行いました。また、平成25年9月、今後成長が見込まれる農林漁業
の6次産業化へ取り組む「とちまる6次産業化成長応援ファンド」が設立され、構成機関として参加いたしました。

「経営者保証に関するガイドライン」への対応
　当組合では、「経営者保証に関するガイドライン」の趣旨や内容を十分に踏まえ、お客様からお借り入れや保証債務整理の相
談を受けた際に真摯に対応する態勢を整備しています。経営者保証の必要性については、お客さまとの丁寧な対話により、法
人と経営者の関係性や財務状況等の状況を把握し、同ガイドラインの記載内容を踏まえて十分に検討するなど、適切な対応に
努めています。また、どのような改善を図れば経営者保証の解除の可能性が高まるかなどを具体的に説明し、経営改善支援を行っ
ています。

●「経営者保証に関するガイドライン」の取り組み状況

平成29年度上期
新規に無保証で融資した件数 1件
新規融資に占める経営者保証に依存しない融資の割合 0.14%

保証契約を解除した件数 0件
経営者保証に関するガイドラインに基づく保証債務整理の成立件数
（当組合をメイン金融機関として実施したものに限る） 0件

●「経営者保証に関するガイドライン」の活用に係る取り組み事例（平成29年度上期）

１． 主債務者及び保証人の状況、事案の背景等
卸売業者から、代表者の個人保証免除の申請がありました。同社の経営状況は安定推移しており、毎期利益計上し、会社経営は法人
個人が分離されております。

２． 取り組み内容
昨年度から、与信総額の一定額を上限として代表者保証を免除しています。同社の経営状況を検討し、現状、大きな変化は無い事か
ら個人保証を徴求せず、融資に応じました。

（注）各計数は、単位未満を切り捨てて表示していますので、合計が一致しない場合があります。
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